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北九州市告示第１１８号 

 北九州市、中間市、芦屋町、水巻町、岡垣町及び遠賀町が設置している北九

州都市圏広域行政推進協議会を廃止したので、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２５２条の６の規定によりその例によることとされる同法第２５２

条の２の２第２項の規定により、次のとおり告示する。 

  令和４年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 廃止した協議会 

  北九州都市圏広域行政推進協議会 

２ 廃止年月日 

  令和４年３月３１日 
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北九州市告示第１５６号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、北九州市が指定した指定定期検査機関が行う特定計量器の定期検査に係る手

数料の徴収事務を次のとおり委託した。 

  令和４年４月４日 

北九州市長 北 橋 健 治   

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

特定非営利活動法人

北九州市計量士会 

北九州市小倉北区親和

町６番２号 

令和４年４月１日から

令和５年３月３１日ま

で 
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北九州市告示第１５７号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条の２第１項及び北

九州市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定に

より、市税（県民税を含む。）の収納事務を次のとおり委託した。 

  平成４年４月４日 

北九州市長 北 橋 健 治   

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

株式会社電算システム 岐阜県岐阜市日置江一

丁目５８番地 

令和４年４月１日から

令和５年３月３１日ま

で 

4



北九州市告示第１５８号 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１０７条第

１項の規定に基づき、介護医療院の開設を許可したので、法第１１４条の７及

び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の２の３の

規定により次のように告示する。 

  令和４年４月４日 

北九州市長 北 橋 健 治 

介護医療院 

事 業 所 番

号 

事業所の名

称 

事 業 所 の 所 在 地 事業者の名

称 

許可年月日 

４ ０ Ｂ ０

１ ０ ０ ０

４８ 

介護医療院

植田外科 

北 九 州 市 門 司 区 東

門 司 一 丁 目 １ ０ 番

２０号 

植田謙三郎 令和４年４

月１ 日 
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北九州市公告第２０２号

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号。以下「政令」という。）第４条に規定する特定調達契約に

つき、随意契約の相手方を決定したので、北九州市物品等又は特定役務の調達

手続の特例を定める規則（平成７年北九州市規則第７８号）第１２条第１項の

規定により次のとおり公告する。 

  令和４年 ４月 ４日

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 特定役務の名称及び数量

  平成２９年度庁内イントラネット用パソコン等の借入れ及び保守（再リー

ス） 一式

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地

  北九州市デジタル市役所推進室デジタル市役所推進課

  北九州市小倉北区大手町１番１号

３ 契約の相手方を決定した日

  令和３年１２月１５日

４ 契約の相手方の名称及び住所

  富士通リース株式会社九州支店

  福岡市博多区東比恵３丁目１番２号

５ 契約金額

  ４，９５２万１９６円

６ 契約の相手方を決定した手続

  随意契約

７ 随意契約の理由

  政令第１１条第１項第２号に該当するため
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